
規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード

項目名 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

その他
規制改革
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管理番号
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別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

5008 5008280 オリックス㈱ 28.1
廃棄物処理法に係る規
制緩和

排出事業者がその排出場所の構内
で産業廃棄物を自己処理する場合
において、①構内の移動作業を他
者に委託する場合、②廃棄処理施
設に廃棄物を投入する等の業務を
他者に委託する場合、③廃棄処理
施設を排出事業者のために設置・
保有するとともに、施設運転業務
を受託する場合、

現状、産業廃棄物処理は規制強化
と受入施設の処理能力不足にて外
部処理委託費が高騰傾向にあり、
排出事業者は自社処分による一次
処分（破砕、焼却等による減容処
理等）により、委託費を削減（圧
縮）させたい意向がある。また、
こうしたことは、産業廃棄物処理
の促進、効率化の観点からも好ま
しいものと考える。

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

環境省

5008 5008280 オリックス㈱ 28.2

これらはいずれも産業廃棄物処理
業の許可を要するものであるか、
要すると解釈される可能性がある
ものと思われるが、これらについ
ては許可を要しないものとするこ
とを要望する。

排出事業者は、こうした業務のた
めの施設、人員を手当てすること
は本業ではないため、自己の責任
での廃棄物処分として業務等をア
ウトソーシングしたいとするニー
ズをもっている。そして、こうし
たアウトソーシングは廃棄物処理
法上、許可業者でなければ受託で
きないものと解される。しかし、
許可業者はこうしたことに対応す
ることはできず、また施設の地域
ごとに許可を取得することは現実
的でない。

環境省

5008 5008280 オリックス㈱ 28.3

排出事業者があくまで排出場所構
内で自己処理として責任をもって
行う場合、これはもともと法が原
則的な方法として想定しているも
のであるから、業務委託を許可業
者でないものに委託したとしても
不法投棄等といった問題は生じな
いと考えられる。
産業廃棄物処理の自社処理の促進
のため、上記の緩和を要望する。

環境省

5034 5034460
(社)リース事業
協会

46
廃棄物処理法に係る規
制緩和

排出事業者がその排出場所の構内
で産業廃棄物を自己処理する場合
において、① 構内の移動作業を
他者に委託する場合、② 廃棄処
理施設に廃棄物を投入する等の業
務を他者に委託する場合、③ 廃
棄処理施設を排出事業者のために
設置・保有するとともに、施設運
転業務を受託する場合、これらは
いずれも産業廃棄物処理業の許可
を要するものであるか、要すると
解釈される可能性があるものと思
われるが、これらについては許可
を要しないものとすることを要望
する。

・廃棄物処理の推進に役立つ。ま
た、アウトソーシングサービスビ
ジネスが創出される。

・現状、産業廃棄物処理は規制強
化と受入施設の処理能力不足にて
外部処理委託費が高騰傾向にあ
り、排出事業者は自社処分による
一次処分（破砕、焼却等による減
容処理等）により、委託費を削減
（圧縮）させたい意向がある。ま
た、こうしたことは、産業廃棄物
処理の促進、効率化の観点からも
好ましいものと考える。・排出事
業者は、こうした業務のための施
設、人員を手当てすることは本業
ではないため、自己の責任での廃
棄物処分として業務等をアウト
ソーシングしたいとするニーズを
もっている。そして、こうしたア
ウトソーシングは廃棄物処理法
上、許可業者でなければ受託でき
ないものと解される。しかし、許
可業者はこうしたことに対応する
ことはできず、また施設の地域ご
とに許可を取得することは現実的
でない。

（以下「その他」欄に続く）

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

環境省

（「要望理由」欄より続く）

・排出事業者があくまで排出場所
構内で自己処理として責任をもっ
て行う場合、これはもともと法が
原則的な方法として想定している
ものであるから、業務委託を許可
業者でないものに委託したとして
も不法投棄等といった問題は生じ
ないと考えられる。・産業廃棄物
処理の自社処理の促進のため、上
記の緩和を要望する。

排出事業者の構内であっても、当
該法人以外の者が、業として廃棄
物の収集運搬を行う場合には、当
該廃棄物の性状に応じた適切な収
集運搬を行う必要があり、当該能
力を担保するため廃棄物収集運搬
業の許可を取得させることとして
いるものであって、同一事業場内
であるか否かによって別異に解す
る必要性は認められない。ただ
し、これまでも事業場内等の限ら
れた区域内で、当該法人の指揮監
督の下当該法人以外の者が排出事
業者の補助者として廃棄物の収集
等を行う行為については、排出事
業者の自ら処理として許可の対象
にしていないので御留意された
い。

z1300010
廃棄物の収集・運搬に
係る規制緩和

c
廃棄物の処理及び清掃
に関する法律第１２条
第３項

事業者が産業廃棄物の処理を委託
できる者は、産業廃棄物処理業者
等であって、委託する産業廃棄物
の処理が事業の範囲内に含まれる
者に委託しなければならないこと
とされている。
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5006 5006020 民間事業者 2

指定検査機関申請の法
人は民法第34条による
設立以外も「可」とす
る

浄化槽法第５７条第１項、同施行
規則第３３条２項１「民法第３４
条により設立された法人以外は指
定しない」と規定されているが事
業実態と財政の把握は規則第３４
条４同５によって担保されてい
る。したがって民法第３４条に
よって設立された公益法人である
必要はなく、営利法人であっても
可である。

任意団体によって指定検査機関の
指定を受け事業展開をしたい。

地理的好条件の施設、大規模施
設、公共団体施設等が優先され遠
隔地の一般家庭用などは見向きも
されない現状を見ると、一県一指
定検査機関制度の弊害が生じてお
り、公益法人が大きな障害となっ
ている。任意団体によって指定検
査機関の指定を受け事業展開を企
図したが公益法人格でなかったた
め事前協議中に断念。

浄化槽法昭和５８年法
律第４３号第５７条１
浄化槽法施行規則第３
３条２項

環境省

5006 5006050 民間事業者 5
「計量法による登録事
業所も可」とする

部長通知、課長通知により水質検
査の方法が示されているがこの程
度の検査方法は計量法の規定によ
る濃度計量証明事業所では簡易な
ことであり、濃度計量証明事業所
も水質検査の行える者とするか、
あるいは下水道法に範を見るが、
検査の方法のみ定めこれを行う者
を特に定めず門戸を開放する.

計量法による濃度計量証明事業を
行っているが、浄化槽を管理して
いる業者は浄化槽の水質検査を
我々に依頼してくる。浄化槽法第
7条、同11条についてのみ指定検
査機関の水質検査を受けているこ
とが現状であり、全国の濃度計量
証明事業所はなぜ浄化槽の水質検
査だけが指定機関でなければなら
ないのか疑問を持ち、いつでも浄
化槽の水質検査に対応したいと考
えている。

浄化槽検査員認定講習において水
質検査に関する講習を４時間受講
した者の行う水質検査が浄化槽法
において絶対であるがこれと同等
以上の検査能力を有していても法
の定める規制に阻まれ事業展開で
きないし、浄化槽の水質検査は指
定検査機関に１極集中し、寡占化
のため手数料は高値安定し経済原
理が働かず活性化する必要があ
る。指定検査機関は水質検査の１
部を外部へ委託してよいという通
知があり、その実施のため地方自
治体と法の解釈で質疑を行った経
緯もあるが事業拡大には至らな
かった。

浄化槽法第７条、同１
１条　浄化槽法施行規
則第４条　厚生省生活
衛生局水道環境部長通
知昭和６０年９月衛環
第１３５号、同第１３
７号　　厚生省生活衛
生局水道環境部環境整
備課長通知昭和６１年
３月衛環第４１号。
浄化槽対策室長通知平
成７年６月衛浄第３５
号。　　　　水道環境
部長通知平成７年６月
衛浄第３３号
計量法第１０７条２、
同法第１０８条４号、
５号

環境省

5102 5102680
(社)日本経済団
体連合会

68
化審法における届出お
よび審査過程の一本化
(1)

化審法における届出先について、
共管３省共通の窓口を設けて、当
該窓口に届け出ればよいこととす
べきである。その際、提出書類の
内容、部数等を統一してもらいた
い。

「規制改革推進３か年計画(再改
定)」(平成15年3月28日閣議決定)
において、「化審法における届出
窓口の一元化、手続の統一化を行
なう」(平成15年度措置)とあり、
その方向で早期実現されることを
期待する。

一の新規化学物質につき、共管３
省それぞれに対する届出が義務付
けられていること、また、３審議
会においてばらばらに審査が行な
われていることは、事業者にとっ
て大きな負担である。３省におい
ても、届出および審査過程の一本
化により人的資源・物的資源の有
効活用を図ることができ、効率的
な化学物質安全管理体制の実現に
資する。

化審法第３条
厚生労働省
経済産業省
環境省

5102 5102690
(社)日本経済団
体連合会

69
化審法における届出お
よび審査過程の一本化
(2)

共管３省の審議会を合同で行なう
等により、届出に係る新規化学物
質に係る審査過程を簡素で公正・
透明なものとすべきである。

「規制改革推進３か年計画(再改
定)」(平成15年3月28日閣議決定)
において、「新規化学物質に関す
る審査過程を簡素でより公正・透
明なものとすべく、共管３省の審
議会の合同開催等を行なう(平成
15年度措置）」とあり、早期実現
を期待する。

一の新規化学物質につき、共管３
省それぞれに対する届出が義務付
けられていること、また、３審議
会においてばらばらに審査が行な
われていることは、事業者にとっ
て大きな負担である。３省におい
ても、届出および審査過程の一本
化により人的資源・物的資源の有
効活用を図ることができ、効率的
な化学物質安全管理体制の実現に
資する。

化審法第３条
厚生労働省
経済産業省
環境省

z1300040
下水処理汚泥の有効利
用の促進

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律第１５条

産業廃棄物処理施設を設置しよう
とする者は、管轄する都道府県知
事の許可を受ける必要がある。

c

廃棄物処理法は、廃棄物の処理に
伴う生活環境保全上の支障の発生
を未然に防止するため、一定の処
理施設については、事前に都道府
県知事の許可を受けなければなら
ないこととしており、当該施設の
種類に応じ構造基準・維持管理基
準がそれぞれ定められている。汚
泥の焼却灰については、有害物質
が含まれる蓋然性が高く生活環境
保全上の問題が懸念されること、
収集・運搬の際に飛散するおそれ
があること、リサイクル施設に運
搬された後にリサイクル製品の需
給調整で一時的に廃棄物の保管量
が増大する可能性があること等の
問題があり、廃棄物処理法の枠外
とすることは困難である。

5004 5004010 愛知県名古屋市 1
下水処理汚泥の有効利
用の促進

下水処理において発生する汚泥焼
却灰の有効利用を促進させ、一層
の利用用途の拡大を図るために、
廃棄物の処理及び清掃に関する法
律(以下、「法」という。）の規
制緩和を図る。

汚泥焼却灰の有効利用について
は、処理委託し有効利用する（セ
メント原料材としての利用等）場
合、有効利用製品、材料を有償売
却するまでは法の適用を受ける。
つまり、有効利用施設であるにも
かかわらず廃棄物処理施設として
の許可が必要となる。したがっ
て、これらの場合に有効利用が進
まないことが多々あるため（廃棄
物処理施設の許可取得が困難）、
有効利用をすることが明らかであ
り、かつ環境上、安全上問題がな
いと判断される場合においては、
法の対象外としたい。

廃棄物処理及び清掃に
関する法律

環境省

化学物質の審査及び製
造等の規制に関する法
律

　化審法における新規化学物質の
届出については、平成１５年４月
の届出より、３省の審議会の合同
開催をはじめ審査の一本化を実施
したところである。また、平成１
５年７月に「化審法に基づく新規
化学物質の届出に係る資料等の作
成・提出について」を定め、１０
月以降の届出については経済産業
省を届出窓口にするとともに、提
出資料の内容の統一も図ったとこ
ろである。

z1300020
浄化槽の法定検査を行
う者の要件緩和

z1300030
化審法における届出お
よび審査過程の一本化

浄化槽法第57条、環境
省関係浄化槽法施行規
則第55条

指定検査機関の指定の際には、申
請者が民法第34条の規定により設
立された法人でなければならない
等の、指定の基準が規定されてい
る。

浄化槽の法定検査は、単に水質の
みを測定すれば良いのではなく、
浄化槽の内部設備・漏水・変形の
有無等の状況、生物膜や汚泥・ス
カムの生成状況等の検査や、保守
点検及び清掃の記録などを検査す
る書類検査の結果等も勘案して総
合的な見地から判定を行うため、
計量法に基づく計量証明の事業の
登録の基準を満たすことをもっ
て、浄化槽の適正な検査をするこ
とはできない。
また、浄化槽の法定検査は、浄化
槽の設置工事、保守点検、清掃等
の問題を明らかにし、浄化槽法上
の改善命令等の行政処分と深く関
係するものであるため高度に中立
性及び公平性が求められること、
また、検査業務の安定性及び継続
性が求められることから、民間法
人の業務としてはなじまないもの
である。

ｃ

ｄ 対応済
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z1300050
浄化槽清掃業者に関す
る許可制の見直し

浄化槽法第35条
（廃棄物の処理及び清
掃に関する法律第７条
第１項）

浄化槽清掃業を営もうとする者
は、当該業を行おうとする区域を
所管する市町村長の許可を受けな
ければならない。

ｃ

浄化槽は必要な専門的器具、施設
等を用い、また、適切な技術能力
をもって適正に清掃されなけれ
ば、機能低下や破損を生じる恐れ
がある。また、清掃により引き抜
かれた汚泥やスカム等は廃棄物処
理法上の一般廃棄物として一般廃
棄物処理計画に従って適正にされ
なければ、生活環境の保全及び公
衆衛生上大きな問題を生じる。こ
れらのことから、悪質業者を排除
し適正な清掃が行われるよう、許
可制度によって市町村において申
請者の能力等の審査を行うことが
必要であり、十分な審査ができな
い登録制度に変更することは適当
でない。
なお、浄化槽の清掃は、一般廃棄
物の収集運搬や浄化槽の保守点検
とは作業の内容が異なるため、浄
化槽清掃業の許可のみをもって即
時にこれらの業も営むことが出来
るものではない。

5006 5006010 民間事業者 1 [許可]を[登録]に変更

浄化槽法第３５条の許可を登録に
変更し、特別措置法昭和５０年法
律第３１号の廃止又は正当な法解
釈とその運用を求める。

「登録」となれば一般廃棄物（し
尿）の収集運搬業と浄化槽の清掃
業、浄化槽の保守点検業を即時に
展開する。

事業の自由参入を妨げ、既得事業
の聖域化を招いている法、通知の
撤廃と規制の廃止が必要。登録と
なれば新規に事業参入者が多数と
なり、特定団体に席巻・制圧され
ている業種が開放される。一般廃
棄物の収集運搬業と浄化槽の清掃
業、浄化槽の保守点検業を展開し
ようと準備したが市町村長が衛環
第６５号通知並びに法律第３１号
特別措置法を根拠に浄化槽法第３
５条の許可を出さなかった。

浄化槽法第４８条
浄化槽法第３５条
厚生省生活衛生局水道
環境部環境整備課浄化
槽対策室長通知平成３
年12月２０日衛環第65
号
下水道の整備等に伴う
一般廃棄物処理業等の
合理化に関する別措置
法昭和50年法律第31号

環境省

z1300060
浄化槽水質指定検査機
関の指定に当たっての
条件の付与の見直し

浄化槽法第57条第１
項、環境省関係浄化槽
法施行規則第56条

都道府県知事は、指定検査機関の
指定に際し、その役員の選任又は
解任に関し必要な条件を付するこ
とができる。

ｃ

浄化槽の法定検査は、浄化槽法上
の改善命令等の行政処分と深く関
係するものであるため高度に中立
性及び公平性が求められること、
及び、検査業務の安定性及び継続
性が求められることから、その役
員の選任、解任に関し必要な条件
を付す必要がある場合がある。
なお、当該条項は、都道府県知事
が法定検査の適正な実施のため、
必要に応じて、指定検査機関の役
員の選任又は解任に関して条件を
付すことができるということを規
定しているものであり、具体的な
条件の付し方については都道府県
知事に委ねられている。

5006 5006030 民間事業者 3
役員の選任・解任条項
を削除する

被指定者を指定権者の影響下に置
かないため、役員の選任・解任権
を指定権者に付与せず、自立させ
る

許認可権者が当該事業者役員の選
任・解任権を保持するなど時代錯
誤である

浄化槽法施行規則第３
４条１

環境省

z1300070
浄化槽水質指定検査機
関の要件の見直し

環境省関係浄化槽法施
行規則第55条第１項第
５号

指定検査機関の指定に当たって、
浄化槽の検査に関する専門的知
識、技能及び二年以上実務に従事
した経験を有する者等が置かれて
いることを要件としている。

ｅ

指定検査機関の指定の要件とし
て、環境大臣が指定する浄化槽の
検査に関する講習会の課程を修了
した者が置かれていることは定め
られていない。

5006 5006060 民間事業者 6
「都道府県知事の推薦
する者」を削除

浄化槽検査員認定講習会の受講要
件として「都道府県知事の推薦す
る者」とあり、この講習会受講は
指定検査機関の指定を受けようと
する者の欠格要件であるが、都道
府県知事が個人に対し推薦状を発
行することはない。

浄化槽法による指定検査機関を開
設し、お仕着せの現有指定検査機
関の行わない地域、規模の浄化槽
の法定検査をおこなう。

都道府県知事が講習会を受講する
者に推薦状を発行するのは、都道
府県職員あるいは関係ある団体に
職員に限られ、これらの関係先で
なければ指定検査機関になれな
い。

浄化槽法施行規則第３
３条第１項第５号厚生
省生活衛生局水道環境
部環境整備課長通知昭
和６１年５月２８日衛
環第１１０号

環境省

z1300080
アウトソーシング事業
におけるファシリティ
管理者選任要件緩和

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律第１２条
の２第６項及び第７
項、同法施行規則第８
条の１７

事業活動に伴い特別管理産業廃棄
物を生ずる事業所を設置している
事業者は、事業所ごとに特別管理
産業廃棄物の処理に関する業務を
適切に行わせるため、特別管理産
業廃棄物管理責任者を置かなけれ
ばならないこととされている。

ｄ

特別管理産業廃棄物の管理責任者
については、特別管理産業廃棄物
を生ずる事業者に専属で常駐し、
廃棄物の管理に対して責任ある対
応ができる状況にあれば、必ずし
も管理責任者は当該事業所の社員
である必要はない。

5009 5009030 ソニー㈱ 3
アウトソーシング事業
におけるファシリティ
管理者選任要件緩和

ファシリティ管理者の選任は、事
業主と雇用関係にある者という限
定解釈でなく、①事業主とファシ
リティ業務受託会社（含む機能分
社）の間で、管理者の選任、責
任・権限を明示した業務委託契約
を締結、②受託会社が資格等を有
する社員を指名し、該当事業所に
専属で常駐・従事させること－を
条件に、ファシリティ業務受託会
社の社員を、当該会社のファシリ
ティ業務管理者に選任できるよう
にしていただきたい。また、当該
会社から機能分社したファシリ
ティ業務受託会社が、当該会社の
労災処理を業として請け負う場合
には、該当事業所に専属で常駐す
る受託会社の社員がいることを条
件に、社会保険労務士を置くこと
を不要としていただきたい。

機能分社化、アウトソーシング化
における委託側、受託側の共通の
目的は効率化もさることながら遵
法の精神に則り当該業務における
専門性の強化、品質の向上を行う
ことである。また、分社・委託前
は委託会社の機能の一部であるた
め資格要件も含め委託会社として
の必要条件を全て満たす形態と
なっている。よって、「専属の
者」の解釈にて届出が受理されな
い状態となっている。分社後の企
業側には当該専門性を有する機能
がないため、仮に再選任するとな
ると本来業務ではない者に資格を
取得させ従事させることとなるた
め本来業務、安全衛生管理業務と
も業務品質が低下することとな
る。実態の伴う形での運用にすべ
く緩和を要望する。

①エネルギー管理者
（員）：エネルギーの
使用の合理化に関する
法律　第7条・第12条の
3
②高圧ガス保安主任者
等：高圧ガス保安法第
27条の２～第33条
③電気主任技術者：電
気事業法第43条第1項、
電気事業法施行規則
第52条
④衛生管理者：労働安
全衛生法第12条、労働
安全衛生規則第7条
⑤特別管理産業廃棄物
管理責任者：廃棄物の
処理および清掃に関す
る法律　第12条の2第6
～7項、廃棄物の処理お
よび清掃に関する法律
施行規則　第8条の17
⑥安全運転管理者：道
路交通法　第74条の2
⑦整備管理者：道路運
送車両法　第50条
⑧社会保険労務士法
第2条、第27条

①～③経済産業省
④・⑧厚生労働省
⑤　　環境省
⑥　　警察庁
⑦　　国土交通省

以下要望書と関連します。ソニー
㈱－1－３－1、ソニー㈱－２－３
－1
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード

項目名 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

その他
規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

z1300090
公害防止に係わる届出
において、重複して提
出する届出書類の軽減

大気汚染防止法、振動
規制法、騒音規制法、
水質汚濁防止法

公害防止にかかる規制において、
大気汚染防止法、振動規制法、騒
音規制法、水質汚濁防止法に基づ
く届出義務がある。都道府県条例
において別の届出義務がある場合
がある。

Ｃ -

　国の法律に基づく規制について
は、同様な届出について、大気汚
染防止法、騒音規制法、振動規制
法、水質汚濁防止法等に基づく届
出様式を一本化し、その簡素化を
図ってきたところである。
　地方自治体が、地方自治の趣旨
から、条例において法律とは異な
る上乗せ・横出し規制を行う場合
は、当該条例の趣旨からして法律
の要求と異なるものであり、法律
において届出書類を一元化するこ
とはなじまない。

5009 5009110 ソニー㈱ 11
公害防止に係わる届出
において、重複して提
出する届出書類の軽減

公害防止にかかる規制において、
大気汚染防止法、振動防止法、騒
音防止法、水質汚濁防止法に基づ
く届け出に加え、都道府県条例に
おいての同様の届出義務があり、
届出内容が法律の定める書類内容
と重複する場合には、届け出書類
を、都道府県条例によって義務付
けされている書類に一本化してい
ただきたい。

重複する内容の書類作成のため
に、事業者は多大な労力を要して
おり、簡素化を図っていただきた
い。

・大気汚染防止法第6
条第1項、第8条第1項
・振動規制法　第6条
第1項

環境省

z1300100
下水道法・水質汚濁防
止法により義務付けら
れた書類の重複軽減

水質汚濁防止法第５条
下水道法第１２条の
３、１２条の４

水質汚濁防止法上の特定施設は、
施設について人の健康・生活環境
に被害が生ずるおそれがある汚水
又は廃液を排出するものとして同
法施行令により定められており、
同法１２条に基づく排水基準の遵
守の規定等が適用される。特定施
設を設置する際には、同法第５条
に基づく届出を各自治体に行わな
ければならない。
また、水質汚濁防止法上の特定施
設を有する工場及び事業場から、
下水を公共下水道に排除する際に
は、下水道法１２条の３に基づく
届出を各自治体に行わなければな
らない。

c -

下水道法において届出対象となる
下水は、特定施設を設置する工場
または事業場から公共下水道に排
除される水を指す。一方、水質汚
濁防止法における排出水とは、当
該工場または事業場から公共用水
域に排出される雨水を含む全ての
水を指すものであり、雨水のみを
排出する排水口にも排水基準の水
質汚濁防止法に基づく規定等が適
用されている。これは、雨水が排
出される場合等、公共下水道に排
除されない排出水からも人の健
康・生活環境に被害が生ずるおそ
れがある汚水又は廃液が排出され
る場合があるためである。現に公
共下水道に排除されない、当該特
定施設に係る工程外からの排出水
が、水濁法の排水基準を超過した
事例もあることから、このような
特定施設についても水濁法に基づ
く管理を適切に行う必要があるた
め、下水道法に基づく届出が行わ
れていることを理由に、水濁法に
基づく届出を免除することは適切
ではない。

5009 5009120 ソニー㈱ 12
下水道法・水質汚濁防
止法により義務付けら
れた書類の重複軽減

 「公共下水」と「雨水の河川放
流」の両方の機能を持つ施設を有
する場合に、下水道法に係る届出
を行った際には、水質汚濁防止法
の定める届出を免除していただき
たい。

重複する内容の書類作成のため
に、事業者は多大な労力を要して
おり、簡素化を図っていただきた
い。

・下水道法　第12条の
３ 第1項、第12条の４
・水質汚濁防止法 第
５条 第1項

環境省

z1300110

バーゼル法に基づいた
解撤等を行うために輸
出される船舶の輸出承
認申請等手続きの廃止

「有害廃棄物の国境を
越える移動及びその処
分の規制に関するバー
ゼル条約」

「特定有害物質等の輸
出入等の規制に関する
法律」

「解撤等を行うために
輸出される船舶の輸出
承認について」（環水
企第203号、衛産第35
号、11立環指第5号）

船舶法第１条に規定する日本船舶
であって、次の①及び②の要件を
同時に満たす船舶は、バーゼル法
第２条第１項に規定する特定有害
廃棄物等に該当するため、輸出貿
易管理令別表第２の３５の２の項
（１）に掲げる貨物となる。
①解撤等による金属の回収等、
バーゼル条約附属書Ⅳに掲げる処
分作業を行うために輸出される船
舶
②石綿又はPCB等バーゼル条約附
属書Ⅰに掲げる物質を船舶本体に
含有することによりバーゼル法第
２条第１項に規定する特定有害廃
棄物等に該当することとなった船
舶
したがって、当該船舶の輸出をし
ようとする者は、当該船舶が仕向
地まで自航されるものであるか、
曳航等により運搬されるものであ
るかを問わず、バーゼル法第４条
第１項の規定により外国為替及び
外国貿易法第４８条第３項の規定
による輸出の承認を受ける必要が
ある。

c

　我が国においては、アスベスト又
はPCBを含む備品が存在する船舶
が、解撤を目的として国境を越える
移動がなされる場合で、当該備品の
処分をも目的の一つとしている場合
には、バーゼル条約の対象になると
みなしている。解撤目的の船舶が
バーゼル条約の対象となるかについ
ての各国の対応は様々であり、少な
くとも、大多数の国は解撤予定船舶
を同条約の対象とみなしていない、
という事実はない。
　解撤等による金属の回収等、バー
ゼル条約附属書Ⅳに掲げる処分作業
を行うために輸出される日本船舶の
うち、石綿又はPCB等バーゼル条約
附属書Ⅰに掲げる物質を船舶本体に
含有することによりバーゼル法第2
条第1項に規定する特定有害廃棄物
等に該当することとなった船舶で
あっても、バーゼル法第4条第1項の
規定により外国為替及び外国貿易法
第48条第3項の規定による輸出の承
認を受けることにより、輸出が可能
となる。危険物質の種類・分量が分
からぬまま他国に輸出される場合、
当該物質の適正な処理の実施が困難
となることは明白であり、輸入国に
おける環境汚染を引き起こしかねな
い。

（以下「その他」欄に続く）

（「措置の概要」欄よ
り続く）

そのためバーゼル条約
でも廃棄物の名称や重
量等の情報を関係国に
提供することを義務付
けているところであ
り、船内の危険物質の
種類・分量を全て把握
することが困難、とい
う理由で、バーゼル法
等の手続を行わずに輸
出することは、人の健
康の保護及び生活環境
の保全に資することを
目的とし、特定有害廃
棄物等の国内処理の原
則を掲げるバーゼル法
やバーゼル条約の趣旨
に合致しない。
　バーゼル法で規制対
象となる船舶の解撤目
的の輸出にあっては、
バーゼル法の手続を経
て適正に行われるよう
お願いする。

5036 5036060
(社)日本船主協
会

6

バーゼル法に基づいた
解撤等を行うために輸
出される船舶の輸出承
認申請等手続きの廃止

現在「特定有害物質等の輸出入等
の規制に関する法律」（以下、
バーゼル法）を所管する各省庁
は、平成11年5月の通達により、
解撤等を目的とした日本籍船の輸
出について当該船舶がアスベスト
等の有害廃棄物を含む場合、輸出
申請等の手続きが必要としてい
る。このバーゼル法に基づいた輸
出申請等手続きの廃止を要望す
る。

バーゼル条約の解撤船舶への適用
に係る問題については、国連環境
計画において検討されている段階
であり、大多数の国は解撤予定船
舶を同条約の対象とみなしていな
い。また、現在のバーゼル条約を
解撤船舶にあてはめた場合、船舶
から構造・設備機器に含まれる有
害物質を分離・除去することは船
舶の安全運航を脅かすこととな
り、実行不可能である。さらに、
相手国の輸入の承認を得るにして
も、バーゼル条約で要求されるよ
うに船内の危険物質の種類・分量
を全て把握することは現実的に不
可能で、船舶の解撤への道が閉ざ
されることになる。特に大型日本
籍船は国内での解撤に適さないこ
とから海外で解撤せざるを得ない
状況にある。従って、同通達の廃
止を求める。

バーゼル法第2条第1
項、輸出貿易管理令別
表第2の35の2、バーゼ
ル法第4条第1項、外国
為替及び外国貿易法第
48条第3項、関税法第
67条、および関係通達

環境省
経済産業省

添付資料：以下の関係通達
・「解撤等を行うために輸出され
る船舶の輸出承認に係る周知につ
いて」（海造第171号）、
・「解撤等を行うために輸出され
る船舶の輸出承認について」（環
水企第203号、衛産第35号、11立
環指第5号）
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード

項目名 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

その他
規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

z1300120
温泉利用の許可単位の
見直し

温泉法第１３条

温泉法第１３条では「温泉を公共
の浴用又は飲用に供する者は、環
境省令に定めるところにより、都
道府県知事に申請してその許可を
受けなければならない。」とされ
ており、許可の単位は原則とし
て、浴槽、蛇口又はこれに類する
施設毎とされている。

c －

  温泉法第１３条に基づく温泉利
用許可は自治事務であり、その趣
旨は、温泉が種々の成分を含有し
ているため、中には、人体に有害
なものも皆無ではなく、また、用
法によっては人体に害を与えるも
のも少なくないことから、温泉の
適正な利用を確保するため、公共
の浴用又は飲用に供するにあた
り、都道府県知事の許可を受ける
こととしているものである。
　上記を受けて、環境省は、許可
の単位について、「原則として、
浴槽、蛇口又はこれに類する施設
毎」であるが、「許可の単位は、
各施設毎にそれぞれ個別に検討す
る必要があるか否かによって決せ
られるものである。」との技術的
助言を行っているところであり、
これを参考にしつつ、県において
適切な運用が図られるものと考え
ている。

5050 5050020 富山県 2

温泉を利用しようとす
る際に必要な許可単位
については、原則、浴
槽単位のところを施設
単位でよいものとす
る。

温泉利用の許可単位は、原則とし
て、浴槽、蛇口又はこれに類する
施設毎とされている一方で、各施
設相互間に成分の差異が認められ
ないときには、２以上の施設を一
括して許可しても差し支えないと
されているが、一括許可には、曖
昧な点が多い。
施設単位でよいものと明確化を
図っていただきたい。(技術的指
導といいながら実態は強制的であ
る。）

同一施設に複数の浴槽を有する場
合、ほとんど同じ内容でありなが
らも浴槽分の複数の許可申請が必
要となることから、申請者の申請
書作成、手数料の負担が大きい。

温泉法第13条 環境省

z1300130
「産業廃棄物」と「リ
サイクル貨物」の定義
の明確化

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律第２条第
４項第１号

廃棄物とは、占有者が自ら利用
し、又は他人に有償で売却するこ
とができないために不要になった
物をいい、これに該当するか否か
は、その物の性状、排出の状況、
通常の取扱い形態、取引価値の有
無及び占有者の意思等を総合的に
勘案して判断される。

ｃ

廃棄物とは、占有者が自ら利用
し、又は他人に有償で売却するこ
とができないために不要になった
物をいい、これに該当するか否か
は、その物の性状、排出の状況、
通常の取扱い形態、取引価値の有
無及び占有者の意思等を総合的に
勘案して判断される。なお、本件
要望において、運搬事業者が運搬
先で運搬したものの包装を回収し
て持ち帰った場合における廃包装
紙等については、運送業者が運送
事業の実施に伴って排出した廃棄
物であり、処理業の許可は不要で
ある。

5073 5073140
(社)日本自動車
工業会

14 産業廃棄物の収集運搬

不要となった、包装材料などを、
リサイクル利用するため、回収・
船舶輸送する場合、無用な誤解が
起きない様、｢産業廃棄物｣と「リ
サイクル貨物」の定義などを更に
明確化していただきたい。

産業廃棄物の収集は、運搬を業と
して行おうとする者は当該業を行
おうとする区域を管轄する都道府
県知事の許可を受けなければなら
ない。

静脈物流に於いて、リサイクル利
用のため輸送する場合、当局が検
査等により｢産業廃棄物｣と認定さ
れる恐れの貨物は、更なる明確化
が望まれる。
(明確化希望物品)
･段ボール
･板紙
･プラスティックフィルム
･ワティングペーパー（ソフト
シート）
･エアキャップ

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

環境省

z1300140

建築廃材木くず等の炭
化に係る産業廃棄物処
理業の許可等の適用除
外

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

建築廃木材等の木くずは、廃棄物
の処理及び清掃に関する法律に規
定する産業廃棄物に該当し、廃棄
物として法令の規制を受ける。

ｃ

建設廃材等の木くずは、腐敗性を
有し、飛散・流出等によって生活
環境保全上の支障を生じさせる可
能性があり、現に大量に不法投棄
される事案があるなど「捨てた方
が得」な不要物であり、薬剤処理
木材を選別することをもって産業
廃棄物から除外することはできな
い。なお、貴県においては廃棄物
処理施設の設置許可に係る事前調
査を制度化しており、周辺住民の
同意を求める等廃棄物処理法を上
回る規制を行っているものと聞い
ている。こうした規制は円滑なリ
サイクルを行うことを困難とする
規制と考えられるが、こうした規
制を維持しながら、他方では廃棄
物処理法の許可取得に係る規制緩
和を求めるという点について、県
内の関係部局間での調整を十分に
お図りいただくことが必要ではな
いかと考える。

5094 5094010 長野県 1

建築廃材木くず等の炭
化に係る産業廃棄物処
理業の許可等の適用除
外

建築廃材等の木くずを炭化する場
合、薬剤処理木材など炭化に不適
当な木材を選別後、炭の原材料と
なる木くずのみの取扱いにおいて
は廃棄物処理法の適用を除外す
る。
（廃棄物処理法における産業廃棄
物処理業及び産業廃棄物処理施設
の許可の適用除外）

建設端材、解体木材等を炭化炉で
炭化し、床下調湿材、土壌改良
材、水質浄化材、脱臭剤原料等と
して有効活用する。

現在、炭化炉については、廃棄物
処理法の規制を受けているため、
その設置が困難となっていること
から、従来の廃棄物処理施設とは
区分して位置付け、木質バイオマ
スのリサイクルの一方式として促
進を図りたい。

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律第１４条
第１項、第４項及び第
１５条第１項

環境省

健康被害防止や環境保全の観点か
ら、炭化炉の構造基準・維持管理
基準（排出基準）の新設のほか、
原材料や炭の安全性・品質につい
ての基準、原材料木くずの保管基
準、腐敗・悪臭の防止基準等を設
ける必要がある。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード

項目名 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

その他
規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

z1300150
使用過程車対策の抜本
的な見直し

①自動車から排出され
る窒素酸化物及び粒子
状物質の特定地域にお
ける総量の削減等に関
する特別措置法　第12
条～第14条
②大気汚染防止法　第
19条

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づき、
対策地域のトラック・バス等、
ディーゼル乗用車のうち排出基準
を満たさないものについては、一
定の期間が経過した後、自動車検
査証を交付しない規制措置（車種
規制）を講じている。

Ｃ -

・車種規制の準備期間等について
は、パブリックコメント等の結果
を踏まえ、適切に設けているも
の。各府省との連携により、事業
者に対する支援措置の充実に努
め、今後とも車種規制の円滑な実
施に努める。
・使用の本拠が対策地域外にある
ものにまで車種規制を及ぼすこと
は、過剰規制になり適当でないと
考えている。
・流入車の規制を行うことは、そ
の担保手段となる路上取り締まり
の体制整備等が必要であり、対策
地域全体に対して国が一律の制度
として導入することは困難。

（以下「その他」欄に続く）

（「措置の概要」欄よ
り続く）

・加えて、新車時には
規制に適合していて
も、自動車の使用中の
整備状況によっては排
出ガス性状が悪化する
のではないかという懸
念については、使用過
程車の排出ガス性状の
劣化等について調査の
上、排出ガス性能を良
好に維持・確保する方
策についても各府省と
連携して十分な検討を
行うことが必要である
ため、直ちに車検時に
おける使用過程車規制
を設定することは難し
い。

5100 5100080 東京都 8
使用過程車対策の抜本
的な見直し

・ディーゼル車の使用過程車が大
量の排出ガスを排出しているとの
認識に鑑み，自動車ＮＯｘ・ＰＭ
法の緩和措置を廃止し、速やかに
規制を適用するとともに、抜本的
な使用過程車対策を早期かつ強力
に実施すること。
・自動車ＮＯｘ・ＰＭ法では車検
制度によって、違反車両は対策地
域に登録することができなくなる
が、当該地域の環境改善のため、
地域外からの流入車を規制の対象
とすること。
・車検の時の使用過程車規制につ
いて、実効性ある対策を実施する
ため、大気汚染防止法に基づく基
準値を設定する。

都における深刻な大気汚染の根本
的な原因は、国の自動車排出ガス
規制の遅れにある。大気汚染を改
善し、都民、国民の生命と健康を
守るためには、国の責任で新車の
ＰＭ規制や使用過程車対策などの
抜本的な対策を講じるべきであ
る。

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法
大気汚染防止法

環境省

z1300160 不正軽油対策の見直し
廃棄物の処理及び清掃
に関する法律第２５条

不法投棄をした場合、５年以下の
懲役若しくは１０００万円以下の
罰金又はその併科とされている
（法人によるものは、１億円以下
の罰金）。

ｃ

硫酸ピッチの不法投棄は生活環境
に与える支障が大きく、また軽油
引取税の脱税行為などに伴って発
生するものであることから、社会
的に大きな問題であることは承知
している。しかし、既に不法投棄
については十分に重い科刑となっ
ており、その具体的な適用は司法
の問題であると考えている。ま
た、硫酸ピッチそのものが他の有
害な特別管理産業廃棄物と比較し
て特に生活環境上の支障が大きい
ものであるとは断定することはで
きない。また、仮に特別管理産業
廃棄物の不法投棄のみの量刑を重
くした場合、実際に違反者の摘発
を行う際、当該不法投棄案件が特
別管理産業廃棄物とそれ以外の産
業廃棄物とを分けて取り扱わなけ
ればならず、迅速な対応に支障を
来す恐れがある。

（以下「その他」欄に続く）

（「措置の概要」欄よ
り続く）

環境省としては硫酸
ピッチの不法投棄を防
止するため、総務省、
警察庁、消防庁、資源
エネルギー庁と合同の
連絡会議を設け、硫酸
ピッチの不法投棄問題
に関して各省庁間の連
携強化について協議し
ていくこととしてい
る。

5100 5100090 東京都 9 不正軽油対策

不正軽油の製造等を取り締まる実
効性のある対策を講じるととも
に、軽油引取税の脱税や不正軽油
の製造、販売及び消費に対する罰
則を強化するとともに、硫酸ピッ
チの不法投棄に対する罰則を強化
する。

不正軽油の使用に伴う大気汚染や
不正軽油を製造する過程で副産物
として発生する硫酸ピッチの不法
投棄の問題など、環境悪化を防止
するため

地方税法
廃棄物処理法

総務省
経済産業省
環境省

z1300170
大気汚染に係る微小粒
子状物質の環境基準の
設定

環境基本法　第16条

環境基準は、環境基本法に基づき
設定される「人の健康を保護し、
及び生活環境を保全する上で維持
されることが望ましい基準」であ
り、政府は、公害の防止に関する
施策を総合的かつ有効適切に講ず
ることにより、環境基準が確保さ
れるよう努めなければならないと
されている。大気汚染に係る環境
基準としては現在、二酸化硫黄、
一酸化炭素、浮遊粒子状物質、二
酸化窒素、光化学オキシダントの
5物質のほか、ベンゼン、トリク
ロロエチレン、テトラクロロエチ
レン、ジクロロメタンの４つの有
害大気汚染物質について設定され
ている。

Ｂ Ⅲ

ＰＭ2.5の健康影響については、
平成11年度から「微小粒子状物質
等の曝露影響調査研究」を実施
し、健康影響に係る知見の収集・
充実を図るとともに、平成13年度
から（平成18年度までの予定）全
国7都市において児童とその両親
を追跡調査する大規模な長期疫学
調査を実施している。これらの調
査を待って、また、内外の知見を
総合して環境基準の要否を判断す
ることとしている。

5100 5100100 東京都 10 保健対策の充実

大気汚染の原因であるディーゼル
排出微粒子など微小粒子状物質の
環境基準にPM2.5の微小粒子の環
境基準を設定する。

ディーゼル排出微粒子など微小粒
子状物質等による大気汚染から都
民の健康と生命を守る実効性のあ
る対策を取るため

大気汚染防止法 環境省
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード

項目名 該当法令等 制度の現状
措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

その他
規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

z1300180
廃棄物・リサイクル制
度の見直し

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律第２条、
第９条の９、第１５条
の２の４及び第１５条
の４の３ほか

廃棄物であれば、リサイクル可能
なものであっても廃棄物処理法の
規制に係らしめている。

d

廃棄物の適正処理とリサイクルの
促進を両立させることは重要であ
るが、リサイクル可能な廃棄物を
廃棄物処理法の対象そのものから
除外してしまうことは、排出され
た時点では確実にリサイクルされ
るものかどうかは明らかでないこ
と、リサイクル名目での廃棄物の
不適正処理が多発していること、
リサイクルであっても環境保全の
観点から適正に実施される必要が
あること等から適当ではなく、中
央環境審議会における議論でも同
様の結論が出されたところ。
一方、循環型社会の構築のため、
廃棄物の適正なリサイクルを推進
することも重要な課題であり、
「規制は厳格に、手続は合理的
に」という観点から、資源循環・
リサイクルに取り組む場合にも一
律に規制を課すのではなく、従来
の再生利用認定制度による特例に
加え、本年通常国会で成立した廃
棄物の処理及び清掃に関する法律
の一部を改正する法律（平成１５
年法律第９３号）において、

（以下「その他」欄に続く）

（「措置の概要」欄よ
り続く）

リサイクル促進のため
の措置として、①環境
省令で定める廃棄物の
広域的なリサイクル等
の処理を行う場合に環
境大臣の認定により地
方公共団体ごとの業の
許可を不要とする特例
制度、②産業廃棄物処
理施設において、処理
を行っている産業廃棄
物と同様の性状を有す
る一般廃棄物として環
境省令で定めるものを
処理する場合に、届出
によって一般廃棄物処
理施設の許可を不要と
する特例制度を創設す
るという「規制改革」
を行ったところであ
り、これらの制度の活
用を図ってまいりた
い。

5102 5102340
(社)日本経済団
体連合会

34
廃棄物・リサイクル制
度の基本問題に関する
検討

　資源循環・リサイクル促進と不
法投棄の未然防止を両立させる観
点から、廃棄物処理法の規制を見
直すべきである。
 具体的には、無価であってもリ
サイクルできるものについては、
資源有効利用促進法や各種リサイ
クル法等を拡充し、廃棄物処理法
の対象外とすべきである。
　なお、改正廃棄物処理法の成立
により、広域的処理に係る特例お
よび産廃施設設置者に係る一廃施
設の設置についての特例が創設さ
れたが、これらの特例を含め廃棄
物処理に関する合理的制度の確立
を求める。

　廃棄物処理法は、廃棄物の適正
処理、特に不法投棄の未然防止を
重視しているため、厳格な規制と
煩雑な許認可手続きを課してい
る。この厳格な規制は、資源循
環・リサイクルに取り組む際に
も、一律的に課せられている。
　
　適正な廃棄物処理とリサイクル
を推進する上で必要なのは、単な
る規制の強化ではなく規制改革で
ある。国・地方自治体は、リサイ
クルの促進と廃棄物の適正処理を
両立する観点から、「不法投棄は
厳しく罰し、リサイクルは規制を
緩和して推進する」との考え方に
たって、抜本的な規制改革を実施
すべきである。

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律　第２
条、第９条の９、第15
条の４の３、第15条の
２の４

環境省

z1300190

焼却施設からのダイオ
キシン排出量測定方法
の見直し（排ガス中CO
濃度100ppm以下の連続
監視に関して）

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律第８条の
３、第１５条の２の
２、同法施行規則第４
条の５二のル及びヲ、
第１２条の７第５項

一般廃棄物及び産業廃棄物の焼却
施設は、煙突から排出される排ガ
ス中の一酸化炭素の濃度が１００
万分の１００以下となるようにご
みを焼却することとなっており、
煙突から排出される排ガス中の一
酸化炭素の濃度を連続的に測定
し、かつ、記録する必要がある。

c

ＴＯＸ計については、ダイオキシ
ン類の排出を連続的に関するため
の測定機器として、現在、開発が
進められているものと承知してい
るが、分子量の大きい前駆物質が
測定しにくい等の問題点があり、
ダイオキシン類濃度との相関関係
が科学的に実証されている状況に
ないことから、現時点でＣＯ計に
替えて採用することは適切ではな
いと考える。

5102 5102350
(社)日本経済団
体連合会
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焼却施設からのダイオ
キシン排出量測定方法
の見直し（排ガス中CO
濃度100ppm以下の連続
監視に関して）

ダイオキシン排出量の測定に関し
て、排ガス中の一酸化炭素濃度管
理のみならず、TOX(ダイオキシン
の前駆体)計での連続測定管理を
採用することができるよう認める
べきである。

H14.12に、ダイオキシンに対する
規制が強化され、例えば既存施設
で処理能力が４㌧/時以上の場合
ダイオキシン排出基準が、80ng/
ｍ３以下から、1ng/ｍ３以下に変
更された。ダイオキシンの測定に
は、費用（約30万円）、時間（約
1.5ケ月間）がかかることから、
年１回の測定となっているが、こ
れだけでは、この数値が常にクリ
アされているかの確認が不十分で
あることから、代替指標として、
日々ＣＯ濃度の測定が義務づけら
れている。従来の高い規制値のも
とでは、ダイオキシン排出量と、
ＣＯ濃度との相関があったが、現
在の規制値のもとでは、ダイオキ
シンとＣＯ濃度の相関は極めて低
い。

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律施行規則
第４条の５二のル及び
ヲ

環境省

①現状の問題点
・規制強化された0.1ng/ｍ3～5 ng/
ｍ3におけるダイオキシンとCO濃度
の相関は､非常に低く適切な管理方
法ではない。(別添データ参照)
・石炭などで助燃している炉におい
ては、ダイオキシンが出ていないに
もかかわらず、規制遵守条件の
CO100ppmを超えてしまい規制遵守条
件で運転が出来ない。
②理論的理由
・CO濃度は、焼却炉の燃焼状態をモ
ニタリングするには適しているが、
ダイオキシン類（DXNs）生成には、
燃焼による生成（一次生成）と再合
成による生成（二次生成）が存在す
るため、DXNs排出の的確な指標とは
ならない。また、燃焼炉の形式や燃
焼物の性状（石炭助燃など）により
COの発生が避けられない場合があ
る。これに対しDXNsの前駆体には、
二次生成の影響を含むDXNsとの相関
関係があるため、これらDXNs前駆体
を測定する各種計測器を用いた方が
より適切にDXNsの排出量を管理する
ことができる。

z1300200
国の競争的資金制度の
手続き等の迅速化・簡
素化

なし

契約・補助金申請、概算払い等の
手続きについては、補助金交付要
綱等を定めて実施しているところ
である。また、速やかに手続きが
実施できるよう努めているところ
である。

a Ⅳ

 概算払いの迅速な実施について
は今後一層努めてまいりたい。手
続の簡素化については、研究者か
らの書類の提出がより最小限とな
るよう、補助金交付要綱等の見直
しを行ってまいりたい。使途に関
する規制の緩和については、補助
金交付要綱等の見直しを行い、必
要に応じて費目間の流用について
緩和を図ってまいりたい。

5014 5014100
(社)関西経済連
合会

10
国の競争的資金制度の
手続き等の迅速化・簡
素化

国の競争的資金制度において、概
算払いの迅速な実施、手続き等の
簡素化、使途に関する規制を緩和
する。

大学発ベンチャーや産学連携が促
進される。

内閣府
総務省
文部科学省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省
国土交通省
環境省

当連合会「産学官連携に関する提
言」（２００３年５月）参照

5008 5008400 オリックス㈱ 40
官公庁の入札制度、契
約制度の改善

統一基本様式を定め、団体や法人
の特殊要因により様式をオプショ
ンで付加する方式に改善すべき。
また、昨今のＩＴ社会化に対応
し、申請業務をＩＴと紙の選択制
とすべき。

公用車のリースによる導入は、車
両管理面やコスト削減面から今後
促進される事が想定される。その
点で、官民両サイドの事務作業の
効率化、円滑化の観点から入札制
度の諸手続きの統一化に関する措
置を講ずる必要があるものと考え
る。

全省庁

5034 5034380
(社)リース事業
協会

38
官公庁・地方自治体の
入札制度、契約制度の
改善

・官公庁の入札制度において、参
加資格審査申請や入札業務などの
諸手続きは官公庁によって異なっ
ている。このため、申請内容の多
くの項目が重複しているものの、
申請様式はそれぞれ異なってい
る。・また、申請は紙でのみ行な
われている。・統一基本様式を定
め、団体や法人の特殊要因により
様式をオプションで付加する方式
に改善すべき。・また、昨今のＩ
Ｔ社会化に対応し、申請業務をＩ
Ｔと紙の選択制とすべき。

・入札制度の諸手続きの統一化に
伴い、官民両方の過重な事務負担
が軽減できる。

・例えば、公用車のリースによる
導入は、車両管理面やコスト削減
面から今後促進される事が想定さ
れる。その点で、官民両サイドの
事務作業の効率化、円滑化の観点
から入札制度の諸手続きの統一化
に関する措置を講ずる必要がある
ものと考える。

地方自治法等 全省庁

z1300210
官公庁の入札制度、契
約制度の改善

なし

入札手続等については、現在全省
庁統一の様式はなく、各省庁個別
の様式である。なお、競争参加資
格申請（物品製造等）について
は、全省庁統一で定めており、申
請方法についてはＩＴと紙で受付
を行っている。

入札手続等について、現状では全
省庁統一の様式が定められていな
いが、統一の様式が定められれば
それに従う。

Ｃ -
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